
災害復旧事業（一定災）の拡充

国土交通省水管理・国土保全局 防災課

大規模かつ広範囲に土砂等により埋塞した河川（福岡県）

資料⑦



公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法
（昭和２６年３月３１日法律第９７号）

（定義）
第二条 この法律において「災害」とは、暴風、こう水、高潮、地震その他の異常な天然現象に

因り生ずる災害をいう。

２ この法律において「災害復旧事業」とは、災害に因つて必要を生じた事業で、災害にかかつ
た施設を原形に復旧する（原形に復旧することが不可能な場合において当該施設の従前の
効用を復旧するための施設をすることを含む。以下同じ。）ことを目的とするものをいう。

３ 災害に因つて必要を生じた事業で、災害にかかつた施設を原形に復旧することが著しく困
難又は不適当な場合においてこれに代るべき必要な施設をすることを目的とするものは、こ
の法律の適用については、災害復旧事業とみなす。

一定災 （災害復旧事業）
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欠壊

■採択の範囲等

要綱第三第二号トにいう「広範囲にわたつて被災し、その被
災の程度が激甚であり」とは、河川にあつては堤防又は河
岸の欠壊（この場合における欠壊は、原則として、有堤部に
あつては法尻から天端まで、無堤部にあつては河床から地
盤高までの部分がすべて欠壊することをいう。）区間の延長
が一定計画で復旧する区間の延長の八割程度以上ある場
合をいうものとし、海岸、砂防設備及び道路にあつては、河
川の欠壊の場合に準ずる程度の被害がある場合をいうも
のとする。

（公共土木施設災害復旧事業査定方針 第三・４）

■欠壊率の算出方法

無 堤 部

Ｌ１～ｎに相当する欠壊

ｌ１～ｎに相当する欠壊

Ｌ１

Ｌ２

Ｌ３

Ｌ５ Ｌ７

Ｌ６

Ｌ４

ｌ１

ｌ２ ｌ３

Ｌ

有 堤 部

完全欠壊

部分欠壊

■原形復旧が著しく困難又は不適当な場合の復旧工事

河川、海岸、砂防設備、地すべり防止施設、急傾斜地崩壊
防止施設、道路、下水道又は公園が広範囲にわたつて被
災し、その被災の程度が激甚であり、その被災施設を原形
に復旧することが著しく不適当な場合において、当該災害
を与えた洪水、高潮、波浪、地すべり、崩壊等を対象として
被災後の状況に即応する被災箇所を含む区間全体にわた
る一定計画のもとに施行する必要最小限度の工事

（公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法事務取扱要綱 第三・２・ト） Σ Ln
n
1

0.8≦
2L

一定災 （災害復旧事業）

■河川の例
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一定災 （災害復旧事業） 採択実績

河 川 砂 防 海 岸 道 路

Ｈ９

Ｈ１０ 1 栃木県：余笹川 第３・二（ト） H10.8.26～31の豪雨

Ｈ１１

Ｈ１２

Ｈ１３

Ｈ１４

Ｈ１５

Ｈ１６ 1 愛媛県：長谷川 第３・二（ト） H16.9.29～30の豪雨（台風21号）

Ｈ１７

Ｈ１８

Ｈ１９

Ｈ２０

Ｈ２１

Ｈ２２

Ｈ２３ 22

宮城県：北上運河
 中貞山運河
 南貞山運河

岩手県：海岸３
宮城県：海岸８
福島県：海岸７

和歌山県：県道
たかの金屋線

第３・二（ト）
東日本大震災（河川、海岸）
台風第12号（道路）

Ｈ２４

Ｈ２５ 1 鳥取県：寺谷川 第３・二（ト） H25.7.15の豪雨

Ｈ２６
Ｈ２７
Ｈ２８

Ｈ２９ 9

福岡県：赤谷川
乙石川
大山川
北川
白木谷川

朝倉市：奈良ヶ谷川
 小河内川
 平川

福岡県：県道
甘木吉井線

第３・二（ト）
H29.7九州北部豪雨

計 34 13 1 18 2

※近年20カ年

年災 件数
施設名等

要綱 被災原因
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一定災 （災害復旧事業） の拡充 （査定方針：改定）

（採択の範囲等）

第三 災害復旧事業の採択に際し、降雨、洪水、
暴風、高潮、波浪、津波又は地すべりによる災害で
次の各号の一に該当しないものは、原則として採
択しないものとする。

－ 略 －

４ 要綱第三第二号トにいう「広範囲にわたつて被
災し、その被災の程度が激甚であり」とは、河川に
あつては堤防若しくは河岸の欠壊（この場合にお
ける欠壊は、原則として、有堤部にあつては法尻
から天端まで、無堤部にあつては河床から地盤高
までの部分がすべて欠壊することをいう。）区間又
は土砂等による河道埋塞（この場合における河道
埋塞は、原則として河道断面の五割程度以上埋塞
することをいう。）区間の延長が一定計画で復旧す
る区間の延長の八割程度以上ある場合をいうもの
とし、海岸、砂防設備及び道路にあつては、河川の
欠壊又は河道埋塞の場合に準ずる程度の被害が
ある場合をいうものとする。

○公共土木施設災害復旧事業査定方針
（採択の範囲等）

第三 災害復旧事業の採択に際し、降雨、洪水、
暴風、高潮、波浪、津波又は地すべりによる災害で
次の各号の一に該当しないものは、原則として採
択しないものとする。

－ 略 －

４ 要綱第三第二号トにいう「広範囲にわたつて被
災し、その被災の程度が激甚であり」とは、河川に
あつては堤防又は河岸の欠壊（この場合における
欠壊は、原則として、有堤部にあつては法尻から天
端まで、無堤部にあつては河床から地盤高までの
部分がすべて欠壊することをいう。）区間の延長が
一定計画で復旧する区間の延長の八割程度以上
ある場合をいうものとし、海岸、砂防設備及び道路
にあつては、河川の欠壊の場合に準ずる程度の被
害がある場合をいうものとする。

改定 現行
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（拡充）

・土砂等により著しく埋塞している
河川についても、「一定災」を活
用できるよう適用を拡充。

土砂等により著しく埋塞している河川

（従来）

・「一定災」の要件には、
土砂等により埋塞してい
る河川は該当しない。

・埋塞箇所における公共土木施
設の被災状況の確認が必要。

・埋塞箇所における公共土木施設につ
いて、掘り返すことなく「全損」
（全て壊れているもの）として扱う。

災害査定における
申請額の算定方式

災害復旧事業
（一定災）

一定災：
川幅を拡げるなど一定の計画に基づいて行う改良的な復旧事業を
国庫負担率が２／３以上の災害復旧事業で行うもの。

一定災 （災害復旧事業） の拡充

大規模災害時に地方公共団体の負担も考慮し、早期復旧を図るため、大量の土砂で埋塞した公共土木施設を災害復旧事

業等の災害査定時に全損として扱うとともに、著しい土砂埋塞について、河川等災害復旧事業のうち、川幅を拡げるなどの一
定の計画に基づいて行う改良的な復旧事業（一定災）の補助対象に新たに追加する。 （平成30年度より全国適用）
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一定災 （災害復旧事業） の拡充

査定方針第三第４号にいう、土砂等による河道埋塞（この場合における河道埋塞は、
原則として河道断面の五割程度以上埋塞することをいう。）区間の延長が一定計画で
復旧する区間の延長の八割程度以上ある場合とは、別図のとおり。

一定災の条件 Ｌ×０．８≦ Ｌ１＋Ｌ２＋･･･Ｌｎ

Ｌ＝Ｌ１＋Ｌ２＋･･･Ｌｎ＋ℓ１＋ℓ２＋･･･ℓｎ
Ｌｎ：埋塞が河道断面の５割程度以上の区間
ℓｎ：埋塞が河道断面の５割程度以下の区間

②断面の考え方

「埋塞が河道断面の５割程度以上」と
は、下図のとおり河道断面の断面積
のうち、埋塞部の占める割合が５割程
度以上に達する状態のことをいう。

①延長の考え方
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筑後川では、平成29年7月九州北部豪雨により、福岡県から大分県にかけて短時間に記録的な雨量を記録し、筑後川右岸流域の
桂川流域（福岡県）や大肥川(福岡県・大分県)等において、堤防決壊や河道埋塞により甚大な被害が発生。

① 大量の土砂等による埋塞が著しい施設につ いて、
「全損」として災害査定を実施。

●災害査定が迅速化され
、

本格的な災害復旧事業
に早期に着手できます。

●改良復旧事業の計画検
討に早期に取りかかるこ
とができます。

地域の復旧・復興が迅速化

災害査定 改良計画立案 （拡充）

②著しく被害を受けた一連区間について川幅を拡げるなど
一定の計画に基づいて行う災害復旧事業（一定災）を、
土砂等により大きな被害を受けた今回の洪水対応に活用

。
■洪水による河岸の決壊の場合が対象

■河川埋塞の場合が対象

※一定災：広範囲にわたって被災し、その被災の程度が激甚であり、その被災施設を原形に復旧すること
が著しく不適当な場合において、当該災害を与えた 洪水、高潮、波浪、地すべり、崩壊等を対象
として被災後の状況に即応する被災箇所を含む区間全体にわたる一定計画のもとに施行する必
要最小限度の工事

災害復旧事業（一定災）の適用 （拡充）

従来

今回
（初めて適用）

査定設計書の作成などの事務手続き
及び地方負担が軽減

護岸の被災状況 河道の埋塞状況

（参考） 平成29年7月九州北部豪雨 災害復旧事業等の適用拡充

（奈良ヶ谷川）
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平
成
2
9
年
1
0
月
3
1
日

水
管
理
・
国
土
保
全
局

防
災
課

災
害
復
旧
事
業
の
早
期
本
格
着
手
に
向
け
、
被
災
状
況
の

調
査
が
困
難
な
場
合
に
、
施
設
の
「
全
損
」
扱
い
を
初
適
用

～
平
成
29
年
7月
九
州
北
部
豪
雨
に
お
け
る
災
害
復
旧
の
迅
速
化
を
図
り
ま
す
～

国
土
交
通
省
で
は
、
平
成
２
９
年
７
月
九
州
北
部
豪
雨
に
お
い
て
土
砂
災
害
と
洪
水

災
害
で
甚
大
な
被
害
を
受
け
た
福
岡
県
内
と
大
分
県
内
の
災
害
復
旧
事
業
に
つ
い
て
、

被
災
状
況
を
詳
細
に
調
査
で
き
な
い
場
合
に
は
、
「
全
損
」
と
し
て
今
回
は
じ
め
て

取
り
扱
い
ま
す
。

平
成
２
９
年
７
月
九
州
北
部
豪
雨
に
お
い
て
は
、
公
共
土
木
施
設
が
大
規
模
か
つ
広
範
囲
に

土
砂
等
に
よ
り
埋
塞
し
て
お
り
､
災
害
査
定
ま
で
に
土
砂
等
を
掘
り
返
し
て
被
災
状
況
の
調
査
を

行
う
こ
と
が
物
理
的
に
不
可
能
な
箇
所
が
多
数
あ
り
、
地
方
公
共
団
体
が
災
害
復
旧
事
業
を
迅
速
に

進
め
る
う
え
で
支
障
に
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
う
し
た
状
況
を
受
け
て
、
大
規
模
か
つ
広
範
囲
に
土
砂
等
が
埋
塞
し
て
い
る
箇
所
に
お
け
る

災
害
復
旧
事
業
の
取
扱
い
等
を
次
の
と
お
り
改
善
し
、
被
災
地
の
１
日
も
早
い
復
旧
を
支
援
し
ま
す
。

①
大
量
の
土
砂
等
に
よ
る
埋
塞
が
著
し
い
施
設
に
つ
い
て
は
、
「
全
損
」
と
し
て
災
害
査
定

を
行
え
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。

こ
れ
に
よ
り
、

・
被
災
状
況
の
調
査
を
行
う
た
め
に
大
量
の
土
砂
等
を
撤
去
す
る
と
、
多
大
な
労
力
と
時
間

を
要
す
る
が
、
大
量
の
土
砂
等
を
掘
り
返
す
前
に
災
害
査
定
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る

た
め
、
災
害
査
定
が
迅
速
化
さ
れ
、
本
格
的
な
災
害
復
旧
事
業
に
早
期
に
着
手
で
き
る

・
改
良
復
旧
事
業
の
計
画
検
討
に
早
期
に
取
り
か
か
る
こ
と
が
で
き
る

こ
と
か
ら
、
地
域
の
復
旧
・
復
興
が
迅
速
化
さ
れ
ま
す
。

②
さ
ら
に
、
著
し
く
被
害
を
受
け
た
一
連
区
間
に
つ
い
て
、
川
幅
を
拡
げ
る
な
ど
一
定
の

計
画
に
基
づ
い
て
行
う
災
害
復
旧
事
業
（
一
定
災
）
を
、
土
砂
等
に
よ
り
大
き
な
被
害
を

い
つ
て
い
さ
い

受
け
た
今
回
の
洪
水
対
応
に
活
用
し
ま
す
。

「
公
共
土
木
施
設
災
害
復
旧
事
業
費
国
庫
負
担
法
事
務
取
扱
要
綱
第
３
第
２
号
」
に
い
う
原
形

復
旧
に
す
る
こ
と
が
著
し
く
不
適
当
な
場
合
に
つ
い
て
、
広
範
囲
に
わ
た
っ
て
被
災
し
、
そ
の

被
災
の
程
度
が
激
甚
で
あ
る
時
は
、
一
定
計
画
の
も
と
に
災
害
復
旧
事
業
を
実
施
す
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。

※
１
５
：
０
０
よ
り
中
央
合
同
庁
舎
３
号
館
５
階
中
会
見
室
に
て
記
者
ブ
リ
ー
フ
ィ
ン
グ
を
行
い
ま
す
。

問
い
合
わ
せ
先

国
土
交
通
省
水
管
理
・
国
土
保
全
局

防
災
課

災
害
査
定
官

丸
山
日
登
志
（
内
線
３
５
７
５
２
）

改
良
技
術
係
長

黒
原

敏
孝

（
内
線
３
５
７
７
５
）

電
話

代
表

０
３
－
５
２
５
３
－
８
１
１
１

直
通

０
３
－
５
２
５
３
－
８
４
５
８

F
A

X
０
３
－
５
２
５
３
－
１
６
０
７

同
時
発
表
：
九
州
地
方
整
備
局
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平

成
２

９
年

１
２

月
１

日

 
水
管
理
・
国
土
保
全
局
防
災
課
 

九
州

北
部

豪
雨

に
お

け
る
甚

大
な
被
害

を
踏
ま

え
た
 

災
害

復
旧

事
業

の
適

用
拡
充

に
つ
い
て

初
採
択
 

●
九

州
北

部
豪

雨
に

お
い

て
、

大
量

の
土

砂
・

流
木

で
埋

塞
し

た
河

川
で

、
公

共
土

木

施
設

を
「

全
損

」
と

扱
う

こ
と

で
災

害
査

定
を

実
施

し
、

事
業

採
択

し
ま

し
た

。

（
全

国
初

の
制

度
適

用
）

こ
の

結
果

、
災

害
復

旧
事

業
へ

の
着

手
が

大
幅

に
迅

速
化

さ
れ

ま
す

。

●
ま

た
、

広
範

囲
に

わ
た

っ
て

被
災

し
埋

塞
し

て
い

る
河

川
に

つ
い

て
、

著
し

く
被

害

を
受

け
た

一
連

区
間

を
川

幅
を

拡
げ

る
な

ど
一

定
の

計
画

に
基

づ
い

て
行

う
災

害
復

旧
事

業
で

あ
る

「
一

定
災

い
っ

て
い

さ
い

」
（

国
庫

負
担

率
2
/
3

以
上

）
と

し
て

初
め

て
事

業
採

択

し
、
査

定
設

計
書

の
作

成
な

ど
の

事
務

手
続

き
及

び
地

方
負

担
の

軽
減

を
図

り
ま

す
。
 

○
実

施
河

川

（
１

）
埋

塞
の

著
し

い
施

設
を

「
全

損
」

扱
い

（
全

国
初

の
制

度
適

用
）

北
川

き
た

が
わ

、
白

木
し

ら
き

谷
川

だ
に

が
わ

、
赤あ

か

谷
川

た
に

が
わ

・
乙お

と

石
川

い
し

か
わ

・
大

山
川

お
お

や
ま

が
わ

等
 

※
朝

倉
市

管
理

河
川

に
つ

い
て

も
災

害
査

定
に

着
手

済
み

。
今

後
、

順
次

災
害

査
定

を
実

施
。

（
２

）
今

回
新

た
に

事
業

採
択

①
一

連
区

間
で

埋
塞

が
著

し
い

河
川

を
災

害
復

旧
事

業
〈

一
定

災
※

〉
で

採
択

河
川

の
一

定
災

採
択

は
平

成
2
3

年
東

日
本

大
震

災
以

来
6

年
ぶ

り

埋
塞

が
著

し
い

河
川

の
洪

水
対

応
と

し
て

は
初

め
て

の
採

択

北
川

き
た

が
わ

、
白

木
し

ら
き

谷
川

だ
に

が
わ

、
赤あ

か

谷
川

た
に

が
わ

・
乙お

と

石
川

い
し

か
わ

・
大

山
川

お
お

や
ま

が
わ

 
※

一
定

災
：

広
範

囲
に

わ
た

っ
て

被
災

し
、

そ
の

被
災

の
程

度
が

激
甚

で
あ

り
、

そ
の

被
災

施
設

を
原

形
に

復
旧

す
る

こ
と

が
著

し
く

不
適

当
な

場
合

に
お

い
て

、
被

災
後

の
状

況
に

即
応

す
る

被
災

箇
所

を
含

む
区

間
全

体
に

わ
た

る
一

定
計

画
の

も
と

に
施

行
す

る
必

要
最

小
限

度
の

工
事

。
 

「
公

共
土

木
施

設
災

害
復

旧
事

業
費

国
庫

負
担

法
第

２
条

第
３

項
」

 

②
水

系
内

の
支

川
を

一
つ

の
ま

と
ま

り
と

み
な

し
て

災
害

復
旧

助
成

事
業

※
と

し
て

採
択

桂
川

か
つ

ら
が

わ

水
系

 ：
桂

川
か

つ
ら

が
わ

、
荷い
な

い

原
川

ば
る

が
わ

、
新

立
川

し
ん

た
て

か
わ

、
妙

見
み

ょ
う

け
ん

川が
わ

大
肥

お
お

ひ

川が
わ

水
系

：
大

肥
お

お
ひ

川が
わ

、
宝

珠
山

ほ
う

し
ゅ

や
ま

川が
わ

※
災

害
復

旧
助

成
事

業
：

河
川

又
は

海
岸

の
災

害
が

激
甚

で
あ

っ
て

、
災

害
復

旧
工

事
の

み
で

は
十

分
な

効
果

を
期

待
で

き
な

い
場

合
に

お
い

て
、

災
害

復
旧

事
業

費
に

助
成

費
（

改
良

費
）

を
加

え
て

一
定

計
画

の
下

に
施

行
す

る
改

良
事

業
。

 

こ
れ

ら
の

事
業

は
「

九
州

北
部

緊
急

治
水

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

」
の

一
環

と
し

て
３

～
５

年
間

で
集

中
的

に

実
施

し
て

い
き

ま
す

。
 

 
【

問
合

せ
先

】
 

国
土

交
通
省
水
管
理
・
国
土
保
全
局
 
防

災
課
 

丸
山

、
吉

田
 
（

内
線

 
3
5
-
75
2
、

3
5
-
7
7
6）

 

代
表
 

0
3
- 5
2
5
3
-
81
1
1
 
直

通
 
0
3
-
5
25
3
-
8
4
58
 
F
A
X
 
0
3-
5
2
5
3
-1
6
0
7 

九
州
地
方
整
備

局
 
同
時
発
表
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筑後川では、平成29年7月九州北部豪雨により、福岡県から大分県にかけて短時間に記録的な雨量を記録し、筑後川右岸流域の
桂川流域（福岡県）や大肥川(福岡県・大分県)等において、堤防決壊や河道埋塞により甚大な被害が発生。

①大量の土砂等による埋塞が著しい施設につい
て、「全損」として災害査定を実施。

●災害査定が迅速化され、
本格的な災害復旧事業
に早期に着手できます。

●改良復旧事業の計画検
討に早期に取りかかるこ
とができます。

地域の復旧・復興が迅速化

災害査定 改良計画立案 （拡充）

○対象河川
北川、白木谷川、赤谷川・乙石川・大山川等

災害関連事業の事業計画の策定などにあ
たっては、十分な事業効果が発揮されるよ
う被害のあった複数の河川を１箇所の事業
単位とすることができることを周知。

改良復旧事業の事業単位 （周知）

○支川＋本川型 ○支川グループ型

○対象河川

大肥川、宝珠山川

○対象河川

桂川、荷原川、

新立川、妙見川

平成29年7月九州北部豪雨 災害復旧事業等の適用拡充

おといしがわあかたにがわ おおおやまがわしらきだにがわきたがわ

いないばるがわ
ほうしゅやまがわ

しんたてがわ みょうけんがわ

おおひがわ
かつらがわ

②著しく被害を受けた一連区間について川幅を拡げるなど
一定の計画に基づいて行う災害復旧事業（一定災）を、
土砂等により大きな被害を受けた今回の洪水対応に活用。

■洪水による河岸の決壊の場合が対象

■河川埋塞の場合が対象

※一定災：広範囲にわたって被災し、その被災の程度が激甚であり、その被災施設を原形に復旧すること
が著しく不適当な場合において、当該災害を与えた 洪水、高潮、波浪、地すべり、崩壊等を対象
として被災後の状況に即応する被災箇所を含む区間全体にわたる一定計画のもとに施行する必
要最小限度の工事

災害復旧事業（一定災）の適用 （拡充）

○対象河川

北川、白木谷川、赤谷川・乙石川・大山川

従来

今回
（初めて適用）

査定設計書の作成などの事務手続き
及び地方負担が軽減

おといしがわ おおおやまがわしらきだにがわきたがわ あかたにがわ
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小石原川

寒
水
川

白
木
谷
川

江川ダム

寺内ダム

福岡県

大分県

うきは市

朝倉市

東峰村

添田町

日田市

中津市

嘉麻市

筑前町

久留米市

荷原川
疣目川

河川

流域界

高速自動車道

県界

市町村界

＜凡例＞

筑
後
川

○桂川水系災害復旧助成事業
水系内の支川を一つのまとまりとして
事業採択
桂川・荷原川・新立川・妙見川

位置図

筑後川では、平成29年7月九州北部豪雨により、福岡県から大分県にかけて短時間に記録的な雨量を記録し、筑後川右岸流域の支川桂川
流域や北川、白木谷川（福岡県）、大肥川(福岡県・大分県)等において、堤防決壊や河道埋塞により甚大な浸水被害が発生。
以下の河川で、災害復旧事業（一定災）及び災害復旧助成事業を実施。

災害復旧助成事業

白木谷川

桂川

○北川災害復旧事業（一定災）

○白木谷川災害復旧事業（一定災）

北川 （神田橋下流の土砂埋塞状況）

○大肥川災害復旧助成事業
水系内の支川を一つのまとまりとして事業採択
大肥川・宝珠山川

宝珠山川

溢水

一定災

平成29年7月九州北部豪雨 災害復旧事業等の適用拡充 位置図

○赤谷川・乙石川・大山川
災害復旧事業（一定災）

大肥川

小河内川

乙石川

鶴河内川

○鶴河内川災害復旧助成事業

○小野川災害関連事業

小野川

有田川

○有田川災害関連事業

災害関連事業
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平
成

２
９

年
１

２
月

２
５

日
 

 
水
管
理
・
国
土
保
全
局
防
災
課
 

九
州

北
部

豪
雨

を
踏

ま
え
た

適
用
拡
充

に
よ
る
 

災
害

復
旧

事
業

（
一

定
災
）

で
市
管
理

河
川
を

初
採
択
 

～
事

務
手

続
き

及
び

地
方
負

担
の
軽
減

～
 

●
九

州
北

部
豪

雨
で

、
福

岡
県

朝
倉

市
あ

さ
く

ら
し

が
管

理
す

る
奈

良
ヶ

谷
な

ら
が

た
に

川が
わ

に
お

い
て

、
大

量
の

 

土
砂

・
流

木
で

埋
塞

ま
い

そ
く

し
た

公
共

土
木

施
設

を
「

全
損

」
と

扱
う

こ
と

で
災

害
査

定
を

実
施

し
、

著
し

く
埋

塞
し

た
一

連
区

間
を

川
幅

を
拡

げ
る

な
ど

一
定

の
計

画
に

基
づ

い
て

行
う

 

改
良

的
な

復
旧

事
業

（
一

定
災

い
っ

て
い

さ
い

）（
国

庫
負

担
率

2
/
3

以
上

）
と

し
て

事
業

採
択

し
ま

し
た

。
 

い
ず

れ
も

、
市

管
理

河
川

と
し

て
は

初
め

て
の

事
例

と
な

り
ま

す
。

 

●
こ

の
こ

と
に

よ
り

、
査

定
設

計
書

の
作

成
な

ど
の

事
務

手
続

き
及

び
地

方
負

担
の

軽
減

が

図
ら

れ
ま

す
。

○
朝

倉
市

管
理

河
川

の
採

択

（
１

）
河

川
概

要
 

・
河

川
名

：
 筑

後
川

水
系

奈
良

ヶ
谷

な
ら

が
た

に

川が
わ

・
事

業
者

：
 朝

倉
市

あ
さ

く
ら

し

・
事

業
延

長
：

 3
.1

km

（
２

）
埋

塞
の

著
し

い
施

設
を

掘
り

起
こ

す
こ

と
な

く
「

全
損

」
扱

い
す

る
こ

と
で

災
害

査
定

を
実

施

（
市

管
理

河
川

と
し

て
初

適
用

）

（
３

）
一

連
区

間
で

埋
塞

が
著

し
い

河
川

を
災

害
復

旧
事

業
〈

一
定

災
※

〉
で

採
択

（
市

管
理

河
川

と
し

て
初

採
択

）

※
一

定
災

：
広

範
囲

に
わ

た
っ

て
被

災
し

、
そ

の
被

災
の

程
度

が
激

甚
で

あ
り

、
そ

の
被

災
施

設
を

原
形

に
復

旧
す

る
こ

と
が

著
し

く
不

適
当

な
場

合
に

お
い

て
、

被
災

後
の

状
況

に
即

応
す

る
被

災
箇

所
を

含
む

 
区

間
全

体
に

わ
た

る
一

定
計

画
の

も
と

に
施

行
す

る
必

要
最

小
限

度
の

工
事

。
 

「
公

共
土

木
施

設
災

害
復

旧
事

業
費

国
庫

負
担

法
第

２
条

第
３

項
」

 

な
お

、
朝

倉
市

管
理

の
小

河
内

こ
ご

う
ち

川が
わ

、
平

川
だ

い
ら

が
わ

に
つ

い
て

も
、

年
内

に
災

害
査

定
を

実
施

す
る

予
定

で
す

。 

○
福

岡
県

管
理

河
川

の
採

択

災
害

関
連

事
業

※
と

し
て

福
岡

県
が

管
理

す
る

筑
後

川
水

系
疣

目
い

ぼ
め

川が
わ

（
朝

倉
市

）
と

 

佐さ

田
川

だ
が

わ

（
朝

倉
市

）
に

つ
い

て
も

採
択

。
 

※
災

害
関

連
事

業
：

再
度

災
害

を
防

止
す

る
た

め
、

被
災

箇
所

あ
る

い
は

未
被

災
箇

所
を

含
む

一
連

の
施

設
に

つ
い

て
、

災
害

復
旧

事
業

に
改

良
費

を
加

え
て

実
施

す
る

改
良

事
業

。
 

【
問
合
せ
先
】
国
土
交
通
省
水
管
理
・
国
土
保
全
局
 
防
災
課
 
吉
野
､丸

山
､小

田
桐
（
内
線
3
57
2
5
,3
5
7
52
,
3
57
5
3）
 

 
代
表
 
0
3
-
52
5
3
-
8
1
11
 
直
通
 
0
3
-5
2
5
3-
8
4
5
8
 
F
A
X 

0
3
-5
2
5
3-
1
6
07
 

九
州
地
方
整
備
局
 
同
時
発
表
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平
成

３
０

年
 
２

月
 
９

日
 

水
管

理
・

国
土

保
全

局
防

災
課
 

平
成
２
９
年
７
月
九
州
北
部
豪
雨
に
よ
り
被
災
し
た
 

福
岡
県
朝
倉
市
の
管
理
河
川
を
改
良
的
な
復
旧
事
業
と
し
て
採
択
 

～
改
良
復
旧
事
業
等
に
つ
い
て
全
て
採
択
完
了
！
～
 

 
埋
塞
の
著
し
い
河
川
に
つ
い
て
は
、
埋
塞
し
た
施
設
を
掘
り
起
こ
す
こ
と
な
く
「
全
損
」
扱
い
と
す
る
こ
と
で
、

従
来
の
方
法
で
は
災
害
査
定
ま
で
に
相
当
期
間
を
要
す
る
と
こ
ろ
を
、
今
回
の
取
組
に
よ
り
災
害
査
定
が
終
了
し
、

今
回
、
朝
倉
市
管
理
の
２
河
川
を
事
業
採
択
し
た
と
こ
ろ
で
す
。
 

※
一
定
災
：
広
範
囲
に
わ
た
っ
て
被
災
し
、
そ
の
被
災
の
程
度
が
激
甚
で
あ
り
、
そ
の
被
災
施
設
を
原
形
に
復
旧
す
る
こ
と
が

著
し
く
不
適
当
な
場
合
に
お
い
て
、
被
災
後
の
状
況
に
即
応
す
る
被
災
箇
所
を
含
む
区
間
全
体
に
わ
た
る
一
定

計
画
の
も
と
に
施
行
す
る
災
害
復
旧
事
業
。

【
事

業
採

択
し

た
河

川
の

概
要

】
 

①
筑

後
川

水
系

小
河

内
こ

ご
う

ち

川
 
Ｌ

＝
１

．
０

ｋ
ｍ

 
（

事
業

者
：

朝
倉

市
）

 

②
筑

後
川

水
系

平だ
い

ら

川
 

 
 
Ｌ

＝
１

．
１

ｋ
ｍ

 
（

事
業

者
：

朝
倉

市
）

 

【
九

州
北

部
豪

雨
に

お
け

る
改
良
復
旧
事
業
等
の
採
択
箇
所
の
合
計
額
・
箇
所
数
】

 

①
福

岡
県

（
朝

倉
市

を
含

む
）

：
 

約
７

１
２

億
円

 
１

６
河

川
 

２
路

線
（

３
箇

所
）

②
大

分
県

：
 

約
 

３
７

億
円

 
３

河
川

 

こ
れ
ら
の
事
業
を
「
九

州
北

部
緊

急
治

水
対

策
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
」

の
一

環
と

し
て

３
～

５
年

間
で

集
中

的
に

実
施

し
、

迅
速

な
復

旧
・

復
興

に
全

力
を

あ
げ

て
取

り
組

み
ま

す
。

 

【
問
い
合
わ
せ
先
】
 

国
土
交
通
省
水
管
理
・
国
土
保
全
局
 
防
災
課
 

災
害
査
定
官
 

 吉
野
（
内
線
 3
5-
72
5）

審
査
係
長
 
小
田
桐
（
内
線
 3
5-
75
3）

 

代
表
 0
3-
52
53
-8
11
1、

直
通
 0
3-
52
53
-8
45
8、

F
A
X 
03
-5
25
3-
16
07
 

●
九
州
北
部
豪
雨
に
お
い
て
、
大
量
の
土
砂
・
流
木
に
よ
り
埋
塞

ま
い
そ
く

し
甚
大
な
被
害
を
受
け
た
朝
倉

あ
さ
く
ら

市

管
理
の
２
河
川
（
小
河
内

こ
ご

う
ち

川
、

平
だ
い
ら

川
）
に
つ
い
て
、
著
し
く
被
害
を
受
け
た
一
連
区
間
を
一
定
の

計
画
に
基
づ
い
て
行
う
改
良
的
な
復
旧
事
業
（
一
定

災
い
っ
て
い
さ
い
＊
）（

国
庫
負
担
２
／
３
以
上
）
と
し
て
事

業
採
択
し
ま
し
た
。
 

●
こ
の
こ
と
に
よ
り
、
九
州
北
部
豪
雨
で
著
し
い
被
害
を
受
け
、
再
度
災
害
を
防
止
す
る
た
め
の
改
良

復
旧
事
業
等
が
必
要
な
箇
所
（
１
９
河
川
、
２
路
線
）
は
全
て
事
業
採
択
し
た
こ
と
と
な
り
ま
す
。

九
州
地
方
整
備
局
 
同
時
発
表
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平
成
3
0
年
4
月
6
日

水
管
理
・
国
土
保
全
局

防
災
課

災
害
復
旧
事
業
の
制
度
拡
充
を
行
い
ま
す

～
九
州
北
部
豪
雨
で
の
取
組
み
を
全
国
に
展
開
～

国
土
交
通
省
で
は
、
平
成
2
9
年
7
月
九
州
北
部
豪
雨
に
お
い
て
、
大
規
模
か
つ
広
範
囲
に
土
砂
・
流
木

等
に
よ
り
埋
塞
し
た
河
川
に
つ
い
て
、
迅
速
か
つ
円
滑
に
災
害
復
旧
が
図
ら
れ
る
よ
う
、
福
岡
県
及
び

大
分
県
に
限
り
、
災
害
復
旧
事
業
の
制
度
を
拡
充
し
ま
し
た
。

今
般
、
こ
の
制
度
拡
充
の
適
用
範
囲
を
全
国
に
拡
大
す
る
こ
と
と
し
、
地
方
公
共
団
体
に
こ
の
旨
を

通
知
し
ま
し
た
。

●
今
後
、
発
生
し
た
全
国
の
災
害
に
対
し
て
、
大
量
の
土
砂
・
流
木
等
で
河
川
等
が
埋
塞
し
た
場
合
、

以
下
の
扱
い
が
可
能
と
な
り
ま
す
。

①
広
範
囲
に
わ
た
っ
て
被
災
し
、
埋
塞
し
て
い
る
河
川
に
つ
い
て
、
川
幅
を
拡
げ
る
な
ど
の
一
定
の

計
画
に
基
づ
い
て
行
う
改
良
的
な
復
旧
事
業
（
一
定
災
）
と
し
て
事
業
採
択
で
き
る
よ
う
拡
充
す
る
。

こ
の
結
果
、
査
定
設
計
書
の
作
成
な
ど
の
事
務
手
続
き
及
び
地
方
負
担
の
軽
減
が
図
ら
れ
ま
す
。

②
公
共
土
木
施
設
の
被
災
状
況
を
掘
り
起
こ
し
て
確
認
す
る
こ
と
な
く
「
全
損
」
（
全
て
壊
れ
て
い
る

も
の
）
と
し
て
災
害
査
定
を
行
う
。

こ
の
結
果
、
本
格
的
な
災
害
復
旧
事
業
へ
の
着
手
が
大
幅
に
迅
速
化
さ
れ
ま
す
。

問
い
合
わ
せ
先

国
土
交
通
省
水
管
理
・
国
土
保
全
局

防
災
課

災
害
査
定
官

丸
山

日
登
志
（
内
線
３
５
７
１
９
）

審
査

係
長

小
田
桐

聡
（
内
線
３
５
７
５
３
）

電
話

代
表

０
３
－
５
２
５
３
－
８
１
１
１

直
通

０
３
－
５
２
５
３
－
８
４
５
８

F
A

X
０
３
－
５
２
５
３
－
１
６
０
７（
拡
充
）

・
土
砂
等
に
よ
り
著
し
く
埋
塞
し
て
い
る

河
川
に
つ
い
て
も
、
「
一
定
災
」
を

活
用
で
き
る
よ
う
適
用
を
拡
充
。

土
砂
等
に
よ
り
著
し
く
埋
塞
し
て
い
る
河
川

（
従
来
）

・
「
一
定
災
」
の
要
件
に
は
、

土
砂
等
に
よ
り
埋
塞
し
て
い

る
河
川
は
該
当
し
な
い
。

・
埋
塞
箇
所
に
お
け
る
公
共
土
木
施

設
の
被
災
状
況
の
確
認
が
必
要
。

・
埋
塞
箇
所
に
お
け
る
公
共
土
木
施
設
に
つ

い
て
、
掘
り
返
す
こ
と
な
く
「
全
損
」

（
全
て
壊
れ
て
い
る
も
の
）
と
し
て
扱
う
。

災
害
査
定
に
お
け
る

申
請
額
の
算
定
方
式

災
害
復
旧
事
業

（
一
定
災
）

一
定
災
：

川
幅
を
拡
げ
る
な
ど
一
定
の
計
画
に
基
づ
い
て
行
う
改
良
的
な
復
旧
事
業
を

国
庫
負
担
率
が
２
／
３
以
上
の
災
害
復
旧
事
業
で
行
う
も
の
。

14




